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はじめに 

本県では、2012年(平成24年)３月の知事と教育委員会による「教育振興協約」

の締結や、2013年(平成25年)５月の知事、教育委員会、民間委員による「教育協

働会議」の設置など、教育行政に民意を反映させた本県独自の教育改革を進めて

きました。 

2014年(平成26年)６月の「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（以下、

「地教行法」という。）の改正に伴い、2015年度(平成27年度)から各地方公共団

体の長には、当該地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施

策について、その目標（めざす姿）や施策の根本となる方針を明らかにするため

の「教育に関する大綱」（以下、「大綱」という。）の策定が求められることに

なりました。 

2015年(平成27年)７月、これまでの「教育振興協約」を継承していく認識のも

と、「鳥取県教育振興基本計画」を基本として、本県教育の中期的な取組方針や

毎年度の重点的な取組施策、指標を定めた鳥取県の大綱を策定し、毎年度ＰＤＣ

Ａサイクルを回しながら施策の推進を図ってきました。 

  この度、少子化や若者の県外流出など社会状況の変化をはじめ、学力の伸び悩

み、学習指導要領の改訂や高大接続改革への対応、今後の県立高校の在り方など、

本県教育の現状や課題等を踏まえ、大綱の改訂を行いました。知事部局、教育

委員会、学校現場及び地域が一丸となって、鳥取県の子どもたちの未来のため

の教育施策を効果的かつ着実に進めていきます。 
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第一編 2019年度から2022年度までの中期的な取組方針  

１ 学ぶ意欲を高める学校教育の推進 

～全国に誇れる学力を目指す学びの質の向上～ 
 

全国学力・学習状況調査の結果によると、2017年度以降、複数の教

科で全国平均を下回っており、子どもたちの基礎・基本の定着や学習意

欲の向上、また授業以外での学習時間の確保等が課題となっています。 

また、技術革新やグローバル化が進展する中、社会における新たな

価値の創造を牽引できる人財、国際的視野を持ち、多様な価値観に

対応できる柔軟性を備えた人財を育成する必要があります。 

このため、少人数学級の取組など鳥取ならではのきめ細やかな教育を

推進するとともに、地域ごとの課題に応じた学力向上対策をはじめ、

エキスパート教員を活用した教員の授業力・指導力向上、「主体的・

対話的で深い学び」の実現に向けた授業改革のさらなる推進、カリ

キュラムマネジメントの確立による学校教育の改善・充実など、確かな

学力の定着や学ぶ意欲を高めるための取組を進めていきます。 

さらに、ＡＩやＩｏＴ等の技術革新が一層進展する未来を見据え、

子どもたちのプログラミング的思考の育成やＩＣＴ活用教育の推進

を図るとともに、小・中・高等学校を通じた英語教育、大学入学者

選抜改革への確実な対応、科学・ものづくり教育など社会の変化に

対応した教育を推進します。 

加えて、学習機会の充実のための土曜授業等の実施、心豊かな成長を

促す読書環境づくりなど、子どもたちの学びの質の向上に取り組みます。 

また、少子化の進行により、中山間地域の県立高等学校では、定員

を充足しない学校もあり、将来的に学校の存続が危うくなることも考え

られます。 

このため、今後の県立高等学校の在り方について、分校化や学校

再編、特色ある新たな学科の設置などを含め、抜本的な検討を行う

とともに、すべての高等学校が学校改革を進め、生徒や保護者、地域等

のニーズに応える魅力ある学校づくりに取り組み、併せて県外からの

生徒の受け入れを積極的に推進します。 
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２ 「ふるさと鳥取」を支える「人財」の育成 

～郷土への愛着と誇りを醸成するふるさと教育の推進～ 
 

出生数の減少に加え、都市圏等への若者の転出超過の拡大により、

2040年には本県人口は47.2万人になると推計され、また15歳未満の

年少人口も2015年から２万人減の5.4万人になると見込まれていま

す（平成30年３月公表・国立社会保障・人口問題研究所）。また、社

会や地域への関心が低い子どもたちも増えており、持続可能で活力

ある社会をつくるためには、地域と連携した「ふるさと鳥取」を支

える「人財」の育成が急務となっています。 

このため、自然、歴史文化、人物など地域の良さを学び、愛着と

誇りを醸成する学習を小・中・高一貫して体系的に行うとともに、

体験・探究活動を通して、子どもたちが生まれ育った地域に貢献し

ようとする意欲を養う「ふるさと教育」を推進していきます。 

また、コミュニティ・スクールなどの取組を通して、学校・家庭・

地域が連携・協働して子どもを育てる体制づくりを推進するととも

に、保護者への学習機会提供や相談支援体制の整備などにより家庭

教育の充実を図ります。併せて、放課後子供教室や地域住民による

教育支援活動など地域学校協働活動の推進、図書館・博物館などの

社会教育施設の機能充実も含めた生涯学習環境の充実などにより、

社会全体の教育力を高めていきます。 

さらに、「生きる力」を身に付け、地域ニーズに対応できる人財の

育成を目指したキャリア教育を推進するとともに、本県出身の学生

に県内の魅力ある企業情報を確実に届ける取組を進めます。 
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３ 時代や社会の変化に対応できる教育環境の充実 

～時代の変化に対応し、安全・安心に学べる教育環境づくり～ 
 

いじめ、不登校、暴力行為が増加傾向にある中、発達段階や生活

環境の変化などの様々な状況に応じた適切な支援が求められています。

また、子どもがのびのびと学ぶためには、安全・安心な学習・生活環

境を整える必要があります。 

このため、学校と家庭、地域、関係機関が一丸となったいじめ防

止に総合的に取り組むとともに、スクールカウンセラー・スクール

ソーシャルワーカーの充実や学校全体の対応力強化など不登校児童

生徒への効果的な支援のほか、子どもの居場所づくり、多様な学び

の機会の確保、外国人児童生徒への教育支援など、安心して学べる

教育環境づくりを推進します。 

また、通学路の安全対策や学校施設の質的向上に取り組むとともに、

学校の防災力強化や防災教育の充実、健康教育や情報モラル教育の

推進など、子どもたちの命や安全を守る取組を進めます。 

併せて、教職員が子どもたち一人一人の指導に専念できる環境を

整備するため、学校現場における働き方改革を進め、教職員の多忙

解消・負担軽減を図ります。 

加えて、政治や選挙に対する関心を高め主体的に社会に参画する

力を育成する主権者教育、成人年齢引き下げを見据えた消費者教育

の推進など、社会の一員としての自覚と責任を促します。 
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４ 一人一人のニーズに対応した特別支援教育の充実 

  ～個々の障がいの種類や程度に応じた教育の提供～ 
 

現在、県内の公立特別支援学校には、約７００人の幼児児童生徒が

在籍しているほか、県内の公立小・中学校の特別支援学級や通級指

導教室で指導を受けている児童生徒は約２，０００人に上り、特別な教

育的支援を必要とする子どもたちは年々増えている状況にあります。 

障がいのある子どもたちが、その能力や可能性を最大限に伸ばし、輝

ける存在として社会でいきいきと暮らしていくためには、一人一人のニ

ーズに対応した教育を進めていくとともに、年少期から障がいに対する

県民の理解を深め、共生の心を育む地域づくりを進めていくことが重要

です。 

このため、障がいの早期発見と相談支援の充実を図り、幼児期から高

等学校期まで切れ目ない教育を推進するとともに、在学中から学校と労

働、福祉等関係機関との連携を強め、適切な就学先決定、就労支援と職

場定着に取り組むほか、ＩＣＴ機器等を活用した学習機会の確保や医療

的ケアの必要な児童生徒への支援体制の充実など、個別の教育的ニーズ

に的確に応える教育環境づくりを進めます。 

また、特別支援学校がその専門性を基盤として、地域の特別支援教育

拠点としての役割を担えるよう、教育相談や研修機能の充実を図ります。 

加えて、子どもたちへの手話普及や教職員の手話技術の向上、手話を

通じた地域交流の促進など、小･中・高等学校等での手話学習の充実に

取り組むとともに、県民へのろう及び手話への理解・啓発を進めます。 
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５ スポーツ・文化芸術の振興 

～スポーツ・文化芸術に親しむ環境づくり、人財育成～ 
 

運動・スポーツは、子どもたちの体力を向上させ、豊かな心と健やか

な体を育む基礎となります。本県出身の選手の世界や全国の舞台での活

躍は、県民に夢や希望をもたらし、明るく豊かで活力に満ちた社会を創

造します。 

また、本県の先人たちが育んだ伝統と個性のある文化芸術に県民が

触れ、地域への理解と絆を深めることは、郷土を愛し、豊かな人間性

を持った人財の育成につながります。 

このため、幼年期から楽しく体を動かす機会を確保し、運動（遊び）

が日常的に定着し習慣化されるよう、ライフステージに応じた運動機会

の確保・充実、必要な環境整備を図るとともに、少子化に対応した運動

部活動の在り方の検討、2020年東京オリンピック・パラリンピック

競技大会やその後を見据えた選手の育成に取り組みます。また、障がい

がある人もない人も誰もがスポーツを楽しむことができる環境づくり

を進めます。 

さらに、子どもたちが多彩な文化芸術に親しむ環境づくりを進めると

ともに、障がいの有無に関わらず、文化芸術活動を通していきいきと活

躍できる場の充実を図るほか、子どもたちが県民の財産である文化財や

伝統文化を学び、接する機会を創出するなど、次世代への継承にも取り

組みます。 

加えて、学校教育や県立博物館等との連携を視野に入れながら、県立

美術館の整備に向けた取組を着実に進めます。 

 

      


